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Ⅰ A05 我が国産業界における 研究開発へのリソース 配分と 
研究開発マネジメントの 特徴に関する 考察 

安永裕幸， 0 和 佐田健二，岡田桃子 (NEDO) 

NED0 技術開発機構は、 平成 15 年 11 月から平成 16 年 5 月にわたって「 100 社インタビュー」を 行い、 各企業に 

おける研究開発への 取り組み等について 意見交換を行った。 今回は、 インタビュ一対象企業の 中で、 特に「材料」と 

「電子機器・ 電子デバイス・ 計測機器」の 2 つの分野の企業に 注目し、 それぞれにおける 研究開発のリソース 配分と 

研究開発マネジメントの 特徴について 考察並びに参考となるバッドプラクティスの 抽出を行った。 

NEDO…onducted（nterviews『ith 100…ompanies｛n》heir‖pproaches｛f〉esearch‖nd‥evelopment(R&D) 
activities@during@the@period@from@November@2003@to@May@2004.@In@this@analysis ， we@take@particular@note@of@the 
comp ㎝Ⅱ es c は sl Ⅱ ed In 。 matenaI, 荻 ld 。 elec 廿 onlc lnstm Ⅲ en 尽 ， devlce ㎝ ld me ㏄ u Ⅰ ement lns 廿 Umen 侭 ， ， ㎝ ld 

eX ㎝㎡ ne  the  s ㎡ king  ch 肝 actehstic  oftheirresoWce  田 locat;on  md  mm 明 ements け Ies  ofR&D  md  伍 en  eX 仕 act 

thCr@good@practi   es   

1. はじめに "   一 "" 圃 "" 
近年、 我が国の産業競争力強 ィ 巳が重要な政策課題 調査対象としたのは「 100 社インタビュー」実施企業 

となる中で、 日本企業は利益の 出せる高付加価値型経 のうち、 「材料」の 26 社と「電子機器・ 電子デバイス・ 計 

営を追及している。 それを支えるのが 新しい技術であ 測機器」の 26 社であ る。 

り 、 そのためのより 高度な研究開発マネジメントの 力量 研究開発へのリソース 配分を表す指標として、 各企 

が 、 日本企業の将来を 決めるといっても 過言ではない 業における最近 3 年間の「売上高研究開発費比率」を 

と 考えられる   採用し、 企業の収益 力 を表す指標として 最近 3 年間の 

NEDO 技術開発機構は、 平成 15 年 11 月から平成 「売上高営業利益率」を 採用した。 ( 図 1 コに 示すよ う に、 

16 年 5 月まで、 我が国のあ らゆる業種、 様々な規模の 「売上高研究開発費比率」と「売上高営業利益率」をそ 

企業を対象として「 1 ㏄ 社 インタビュー」を 実施し、 各企 れぞれ ノ黄軸 、 縦軸にとり、 y 二 X となる直線を「研究開発 

業における研究開発への 取り組みや、 国の研究開発 の投資効率の 基準線」とした。 厳密に y 二 X となる直線 

施策への要望等について 意見交換を行った。 今回、 が研究開発投資の 効率性に対するメルクマークたり ぅ 

同インタビュ 一対象企業の 中で、 「材料」と「電子機器・ るという確固たる 理論的バックバラウンドは 必ずしもな 

電子デバイス・ 計測機器」の 2 つの分野に注目し、 研究 いが、 この線上にあ るということは、 過去になされた 研 

開発へのリソース 配分と研究開発マネジメントの 特徴 究開発投資が 、 概ね同規模の 経営上の利益を 生んで 

ほ ついて考察した。 ここで得られた 日本企業の技術 軽 いると レり 解釈が可能となることから、 研究開発投資が 

営上の特徴を 活かし、 分野の特徴に 合わせた研究開 概ね適切にマネジメントされていると 解釈できると 考え 

発 戦略、 マネジメントを 考える上での 一助としたい。 た 。 ( 勿論、 その背景にはほ ほ ゼロ金利状態が 継続し 

ているれ う マクロ経済上の 状況もあ る。 ) 

*NEDO 技術開発機構企画調整部統括主幹 ( 現 ・経済産業省産業技術環境局研究開発課長 ) 、 ""NEDO 技術開発機構企画調整部   

""*NRDO  所 摘発 槻蓋研妬 ㍻百部 NEDO:New  Em 弔 Ⅲ l 血 du 血血 T ㏄㎞ do ⅣⅨ vel 甲 Ⅱ㎝ to% Ⅰぬ田 on 
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「売上高営業利益率」のデータの 平均値を算出し、 産 この分野に特徴的な 傾向は、 ほぼ全ての企業が「研 

業区分内での 平均ラインを 作成した。 それを大まかに 究開発の投資効率基準ライン」を 上回るか、 その近辺 

4 つのエリアに 区分し、 以下のように 定義した。 に 位置したことであ る。 「 100 社インタビュー」は、 研究 

① 区 : 現在業績好調で、 将来的にも技術に 基づく成長 開発活動に積極的に 取り組んでいると 思われる企業を 

が 期待できる。 対象に行っているが、 この結果より、 ここでインタビュー 

② E: 現在業績好調で、 将来的にも技術に 基づく成長 対象とした材料分野の 各企業は研究開発費以上の 営 

の 可能，陸があ るが、 研究効率の面から 見て研究 業 利益を生み出すマネジメントを 行っていると 言えるの 

マネジメント 上の課題があ る。 ではないかと 考えられる   

    
③ 区 : 現在業績好調だが、 技術に基づく 将来的な成長                           

    
性 に不安があ る。       1600%                     

  

④ 区 : 現在業績は好調では 無く、 将来的にも技術に 基 準 l400 l200% 援 一 一寸 」 " も も 一 @ " 一   
づく成長性に 不安があ る。   

  

Y=X 
      

200 キ i 一       一     
1 売上 ワ官接別推華 O00 ア 

" 肚柵 " 枯 " 肝，   O00 Ⅹ 500% l000% 1500X 2000 ト 

。 "" 。 " 。 尭 " 比 " 
。 " Ⅰま枝 ニ ウ田。 車 。 甘穏 

""  「Ⅰ 杜 。 牛屋 J  。 "v"s Ⅰ。 " 席 1 
CX ， @lfftlDKIIkttiWbK   
Ⅰ 弗珪ウ 。 。 。 """ Ⅰ 英 "" 
。 ""' 。 。 。 Ⅱ """         

" 一 Ⅰ づ " 。 比 桂に " 安があ 一 "         果を得るには 時間をかけた 研究が重要であ る」という 意     史上市研究Ⅰ克史 比ウ   見を挙げていた。 この分野では、 粘り強く取り 組んだ 末 
          @@HUfc@uu@@ma@c>iHu@JU*@@>@KU 

に 、 世界レベルの 製品化に成功した 例帖 珍しくない。 ま 

た、 材料関係の研究では、 必ずしも 出 ロイメージを 明 

3. 分析結果と研究開発マネジ ズノト の特徴 確 化することが 良いとは限らず、 他 分野との融合等に 

3-1  w@m よる想定覚の 成功例 帖 あ り得る。 

図 2 に材料分野の 企業の「売上高営業利益率」と「 売 

上高 研究開発費比率」の 関係を示す。 材料分野の平 く研究 弗発 マネジガ ント の ダ ットプラクティス 例ノ 

均 営業利益率は 7.4% で、 平均研究開発費比率は 次に、 材料分野の中でも、 積極的に研究開発への 

3.4% であ った。 両者の統計的相関を 求めると、 R" ニ 投資を行い、 且つ利益もあ げている①区分に 位置した 

0 ・ 01 となり、 この 雨 指標にはほとんど 相関は見られなか 企業 4 社の研究開発マネジメントの 特徴に注目した。 こ 

った 。 この理由には、 利益の主軸となる 製品の違いが れらの企業の 研究開発マネジメントを 一般化すること 

考えられる。 薄利多売となるような 製品 ( 例えばバルク はできないが、 各企業において 注目すべき特徴があ 

材料 ) と 高機能・ 高 付加価値材料 ( 例えば電子用材料 )  った。 

め どちらを社の 主軸商品とするかによって、 当然、 対 売 A 社で特徴的なのは、 研究開発部門内での「企業内 

上高 研究開発費比率も 大きく異なるであ ろう。 また、 今 技術シンポジウム」であ る。 多くの企業では、 社内横断 

回 対象の企業群は、 企業規模・売上高は 大きく異なる 的に技術情報を 共有化しようとして 試行錯誤している 

ため、 マクロとして 有意な相関が 得られなかったのは が、 A 社では、 この「シンポジウム」における 社内の異 

、 当然と考えられる   分野の研究者の 交流によって、 技術情報の共有化と 融 
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合 ・組合せを可能としている。 また、 同社の研究開発は 

「シーズ主導型」としながらも 各研究者は常に「出口」を 

理解・意識しており、 ロードマップの 作成に関しても「商 

品開発」と「出口意識の 基盤技術」の 両方向からアプロ 

一チな 行っている。 このように、 A 社は「経営戦略」と 

「研究開発戦略」を 整合させた上で、 技術主導型の 事 

業戦略をとっていると 言える。 

B 社、 C 社、 D 社に共通していた 特徴は「顧客志向」 

であ ることであ る。 「顧客のニーズをくみ 取らずに研究 

しても実用的な 研究開発にはならず、 現在の発展は 無 

は 6.6% であ った。 R2=0.29 であ り、 材料分野と同じく 

両者に強い相関は 見られなかった。 前述の材料分野 

の企業とは異なり、 この分野では 約半数の企業が、 研 

究効率基準線を 下回った。 この理由の一つとして、 D 

区 に位置した企業のほとんどがいわゆる 総合 諾 一 

力一であ ることが挙げられる。 総合電機メーカーは 多 

大な売り上げに 対し、 営業利益が刀心 く 、 また研究開発 

投資も 2001 年の「 IT バブル崩壊」や 近年のデジタル 

家電の価格下落を 受け、 やや低調な傾向にあ る。 

かった (c 社 ) 」との意見も 得た。 各社のロードマップ 作 

成にもその影響は 現れている。 

B 社は顧客の要求品質に 基づいた技術課題を 明確 

ィヒするため、 「サンプルーユーザー 評価一課題明確 

ィヒ 」といった工程を 元に、 顧客とロードマップのすり 合 

わせを常に行っている。 

中長期のロードマップは 作成しづらいとのコメントを 

  30.00X 
          
                            '"""" 一                 
      

20.00%       
  l5.00 光     :" キ     

  
Ⅰ 0.00%%   1 i Ⅰ   - ⅡⅠ・一一一一一一一       

        Ⅰ """               
@@ 

0.00 Ⅰ 

0.00 片 Ⅰ 0 ． 00n Ⅰ 20 ． 00 た 30.00% 

得た C 社、 D 社においては、 「常に顧客のニーズを 取り X-bXWXMMHItt* 

目 " 研史 棋 文車め生年比Ⅰ " Ⅰ子テ " 取 " 廿 Ⅰ㈱ 
入れてフレキシブルに 研究開発の方向性を 見直す (C 

" 所 「会社 " 手 Ⅰ '  。 " 。 。 ""' 。 。 。 "" 。 " 。 " 。 作山 

社 ) 」、 「顧客の要求に 合わせられるれ 、 ぅ のが競争力 電子機器・電子デバイス・ 計測機器関連業界からは、 

(D 社 ) 」という姿勢で「 即 f 力 」を強みとしている。 一方、 最終製品あ るいはそれに 近いサブシステムを 商品とし 

今まで特に用途が 見あ たらなかった 材料が急に役立 ている企業の 研究開発であ る以上、 「出口」イメージを 

つこともあ るため、 これからの研究開発は、 顧客から把 持った研究を 行うべきという 意見を多く得た。 ただし、 

握 できるユーザーニーズだけでなく、 潜在的なマーケ 研究開始時点での「出口」イメージはあ くまでも「可能 

、 ソ トニーズに答えていかなければならないとしている。 性」であ り「商品そのもの」ではない。 研究を進める 間に 

さらに、 B 社、 D 社は、 異業種間の連携をさらに 進め 生じた市場や 技術の状況 変ィヒ に基づき、 柔軟に変更 

るべきだと認識している。 縦割りの技術分野ではなく、 されるべきであ る。 近年のハイテク 分野の技術は「理論 

融合・境界領域にこそ、 新たなビジネスチャンスを 生む 的限界」に近づいた 領域の研究が 多く、 「川上二サイ 

技術の可能性があ ると考えられる。 NEDO においても、 ェ ンス」まで遡って 突き詰めなければ 本当の「強さ」に 

このような認識のもと、 明確に異業種垂直連携での 研 はっながらないとの 指摘が多くなされた。 

究開発重視の 方針を打ち出している ( 近年の例として 一方で、 一部の企業を 除けば民間企業の 中長期 研 

は 「ナノテク・チャレンジプロジェクト」が 挙げられる ) 。 究 開発リソースは 減少傾向にあ るとの指摘が 多くされる   

これに対し、 NEDO は平成 17 年度より提案公募型 研 

""" 爵槻 """"'" 。 """ 。 "" 慨 ' 究 助成事業に「次世代戦略 枠 ( 助成率を 2/3 とし、 リス 

図 3 に電子機器・ 電子デバイス・ 計測機器の「売上高 キ 一なテーマを 助成 ) 」を新設し、 次世代技術のブレー 

営業利益率」と「売上高研究開発費比率」の 関係を示 ク スルーを目指す 企業を支援している。 

す 。 平均営業利益率は 6.9% で、 平均研究開発費比率 

一 19 一 



く弗族沸発 マネジメントの ダッ トプラクティス 例ノ 

この分野においても①区に 位置した 4 社に注目し、 

以下に、 各社のコメントから 得られた研究開発マネジメ 

ントの特徴を 示す。 

①区分の中で 最も高い研究投資効率を 示した E 社 

では、 産学連携を盛んに 実施している。 その際、 さらに 

関連する異業種メーカ 一でチームを 形成し、 研究テー 

マについては 構築したネットワークを 活かし、 大学や顧 

客と 適宜ディス かソ ションした上で 決めている。 研究開 

発部門の経営中枢への 発信力が大きく、 研究開発の 

開始の判断も 開発トップ、 経営トップが 迅速に対応でき 

る体制となっている。 垂直型アライアンスに 加えアイデ 

ア をすぐ試す実験的風土が 独創的な研究開発成果を 

上げていると 考えられる。 また、 「コーポレートと 事業部 

間での研究者の 入れ替えをするとお 互いに事業を 実 

感し合う事ができ、 いい影響を受ける」という 考えから、 

研究者の流動的な 配置にも取り 組んでいる。 このような 

独自の人材マネジメントで、 研究者のモチベーション 

向上を図っている。 

F 社のマネジメントで 特徴的なのは、 技術ロードマ ッ 

プの策定に可能な 限り事業部間 やユーザ 一の声を反 

映させていることであ る。 事業部と研究開発部の 双方 

から「市場の 将来性」、 「実現すべき 製品、 製品 ィヒ の時 

期」、 「必要な技術、 達成時期」を 記述した 3 種のロード 

マップを突き 合わせ、 さらに多くの 顧客からの情報 や 

示唆を受ける 中でブラッシュアップを 図り、 その内容を 

より実現性の 高いものに仕上げている。 

研究開発に積極的に 投資しながら、 同分野内で高 

い業績を上げている E 社と F 社には、 「 異 分野の融合 技 

術 」を重視しているれ 、 う 共通の特徴があ った。 E 社は 

4 分野にもまたがる 異分野技術を 融合させるため、 異 

業種と組むことで 積極的に協業できる 文化を作ってい 

る。 F 社においても「電子」と「無機材料」の 交わる領域 

の 独自技術を「強み」としている。 このように、 異分野融 

合・連携は独自性を 生み出し、 今までに無い 新し し 汚 

のを生み出すチヤン ス となっている。 

G 社は自社のコアテクノロジーを 中心に据えて 技術 

の 構造化を図り、 社内にあ る技術がいかに 垂直統合さ 

れ、 製品化されていくかのイメージを 社内に示すことで、 

議論を円滑にし、 各々の役割を 明確にしている。 また、 

現場の研究者の 熱意や創意工夫を 重視し、 研究者 石 T 

白 め アイデアに基づく 研究を研究所長の 裁量でフィー 

、 ジビリティスタディ 一のフェーズまで 認めている。 

今回の調査対象企業中で、 最も売上高研究開発費 

比率が大きかった H 社は、 利益を確保しつつ 最も積極 

的に研究開発に 投資を行っていると 言える。 同社は 

「技術」が企業の 命運を握るとし、 研究所において、 2 

～ 3 割は事業部と 無関係にシーズ 発掘の研究開発を 

行っており、 ロードマップも 事業部 毎 、 事業部と研究所 

で同時に作成している。 開発とマーケット 両面からの ア 

プローチは材料の A 社、 F 社に近い方法であ る。 

4. 今後の課題 

今後、 先端技術はますます 異 分野融合型となり、 技 

術・部間・企業横断的な 研究開発戦略が 強く求められ 

る 。 今回調査した 2 分野の好調企業に 共通している 特 

徴は 、 自社部門同士、 もしくは他社との 技術融合に成 

功し、 独創的なコア 技術を持っていることであ った。 ま 

た、 このような企業ほど、 研究開発部門から 事業部門 

や経営トップに 対して新技術に 関する情報提供や 提案 

が 行われていた。 

一方で、 多くの企業の 研究部門は事業部の 求める 

短期ニーズに 大きなリソースを 投入しており、 リスクの 

高い中長期研究が 技術経営上の 負担になっている 場 

合が多い。 

今後 NEDO は、 これらの現状を 踏まえ、 「 異 分野融 

合」の場を構築し、 企業が真に必要とする 中長期的視 

野の必要な「新領域の 研究開発テーマ」を 支援するこ 

とで、 日本の技術競争力強化にっなげていきたい。 

囲 "'" 
安永、 山田、 川村、 矢部、 藤崎 : 「日本企業の 研究現場か 

ら見える風景一 100 社インタビューから 一 」研究技術計 
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